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第２期さいたま市教育振興基本計画 さいたま市教育アクションプラン（令和３年度～ 

令和７年度）の実施状況について 

 

さいたま市教育委員会では、「第２期さいたま市教育振興基本計画（さいたま市教育アク

ションプラン）」【令和３年度～令和７年度】について、令和４年度の実施状況を取りま

とめました。 

 

１ 令和３年度実施状況に対する評価 

事業評価については、以下の区分（考え方は、「総合振興計画基本計画実施計画」の令和

４年度実績に対する事業の達成度評価に準じています。）で実施しました。 

評 価  達 成 率  

Ａ 目標を上回って達成 １１０％以上 

Ｂ 目標をおおむね達成 ９０％以上 １１０％未満 

Ｃ 目標を未達成  ９０％未満 

なお、新型コロナウイルス感染症（以下、「感染症」という。）の影響により、目標が未

達成になった場合は、「Ｃ コロナ影響有」と表記しました。 

  

２ 評価結果の概要 

評価については、「Ａ 目標を上回って達成」した事業が１２事業、「Ｂ 目標をおおむ

ね達成」した事業が３４事業、「Ｃ目標を未達成」が６事業、新型コロナウイルス感染

症の影響を原因とした「Ｃ目標を未達成 コロナ影響有」が４事業となりました。 

※ 「さいたま市教育アクションプラン事業」の内、「総合振興計画基本計画実施計画

事業」と同事業については、総合振興計画基本計画実施計画事業の評価を「さいた

ま市教育アクションプラン事業」の評価としております。 

評 価  事 業 数 （ 割 合 ）  

Ａ 目標を上回って達成 12（21.4％） 

Ｂ 目標をおおむね達成 34（60.7％） 

Ｃ 目標を未達成 ６（10.7％） 

Ｃ 目標を未達成 コロナ影響有 ４（ 7.1％） 

合計 56（100％） 
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３ 評価結果（各事業ごと） 

№ 
事業 

コード 

総合振興計画 

コード 
事業名 事業評価 

1 1-01 04-1-1-01 アクティブ・ラーニングの推進 B 

2 1-02 04-1-1-02 ＩＣＴを活用した学びの改革 B 

3 1-03 — 
全ての子どもたちの可能性を引き出す個別最適な学びの 

実現 
A 

4 1-04 — 
特別支援教育を受ける子どもたちの可能性を引き出す 

個別最適な学びの実現 
B 

5 1-05 — 読解力向上に向けた学習指導の充実 B 

6 1-06 04-1-1-03 さいたまＳＴＥＡＭＳ教育の推進 B 

7 1-07 04-1-1-04 「さいたま市小・中一貫教育」の推進 B 

8 1-08 04-1-1-05 市立高等学校「特色ある学校づくり」の推進 A 

9 1-09 04-1-1-06 舘岩少年自然の家を活動拠点とした自然体験活動の推進 B 

10 1-10 — さいたま市学習状況調査等の活用 C 
（コロナ影響有） 

11 1-11 — 保育所・幼稚園等・小学校の連携 C 

12 1-12 — 子ども読書活動推進事業 B 

13 2-01 04-1-2-01 グローバル・スタディの推進 B 

14 2-02 — 国際教育の推進 C 

15 2-03 04-1-2-02 
未来（みら）くるワーク体験（中学生職場体験事業）の 

推進 
B 

16 2-04 04-1-2-03 未来（みら）くる先生を活用したキャリア教育の推進 B 

17 2-05 04-1-2-04 生徒指導・教育相談の推進 B 

18 2-06 04-1-2-05 特別支援教育の推進 B 

19 2-07 — 特別支援教育の専門性向上 A 

20 2-08 04-1-2-06 グローバル人材を育成する中等教育学校の整備 A 

21 2-09 04-1-2-07 ＳＤＧｓの実現を目指した教育の推進 B 

22 2-10 04-1-2-08 主権者教育の推進 C 
（コロナ影響有） 

23 2-11 04-1-2-09 人権教育の推進 B 

24 2-12 — 道徳教育の推進 B 

25 2-13 04-1-2-10 子どもの体力向上の推進 B 

26 2-14 04-1-2-11 スポーツを科学する生徒の育成 B 

27 2-15 03-1-1-02 地域・家庭・学校が連携した食を通じた健康づくり B 

28 2-16 — 「さいたま子ども短歌賞」の推進 B 

29 2-17 04-1-2-12 不登校等児童生徒への支援の充実 A 

30 3-01 04-1-3-01 さいたま市民大学事業の推進 B 
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№ 
事業 

コード 

総合振興計画 

コード 
事業名 事業評価 

31 3-02 04-1-3-02 図書館を通じた生涯学習環境整備の推進 B 

32 3-03 04-1-3-03 子どもの学び・親子の育ちの支援の充実 A 

33 3-04 04-1-4-04 博物館・美術館・科学館を通じた生涯学習環境整備の推進 B 

34 3-05 — 生涯学習施設と学校との連携事業の充実 B 

35 3-06 04-1-3-05 公民館・図書館施設リフレッシュの推進 A 

36 3-07 — さいたま市生涯学習「学びのネットワーク」の推進 C 

37 3-08 04-1-3-06 生涯学習人材バンクの推進 A 

38 3-09 04-1-3-07 さいたま市生涯学習コンテンツの推進 B 

39 3-10 08-1-3-01 次世代に向けた歴史文化資源の保存・継承・活用 C 

40 4-01 04-1-4-01 コミュニティ・スクールの推進 B 

41 4-02 04-1-4-02 スクールサポートネットワークの推進 B 

42 4-03 04-1-4-03 チャレンジスクールの充実 B 

43 4-04 04-1-4-04 学校安全ネットワークの推進 A 

44 4-05 — 「自分発見！」チャレンジ up さいたま推進事業 C 

45 5-01 04-1-5-01 教員の資質能力の向上 C 
（コロナ影響有） 

46 5-02 — 人づくり、人材確保改革の推進 C 

47 5-03 04-1-5-02 部活動指導員配置の推進 B 

48 5-04 — 学校における働き方改革の推進 B 

49 5-05 04-1-5-03 学校のリフレッシュ計画及び学校トイレの洋式化等の推進 A 

50 5-06 04-1-5-04 防災教育や交通安全対策の推進 C 
（コロナ影響有） 

51 5-07 04-1-5-05 教育環境整備の推進 B 

52 5-08 04-1-5-06 セーフコミュニティと連携した学校安全の推進 A 

53 5-09 52-2-1-13 学校用務業務等の委託化 A 

54 5-10 04-1-5-07 学校体育館への空調機設置の推進 B 

55 5-11 04-1-5-08 公民連携した奨学金制度の拡充 B 

56 5-12 04-1-5-09 小学校 35 人学級の実現 B 
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※ 「網掛け」の事業評価シートについては、「さいたま市総合振興計画基本計画の実施状況報告書」をご覧ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
 

○他者と協働しながら新たな価値を創造していく力を

育成する。 

○夢を実現しようとする高い志を持って、可能性に挑戦

する力を育成する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

1-01 アクティブ・ラーニングの推進 

1-02 ＩＣＴを活用した学びの改革 

1-03 全ての子どもたちの可能性を引き出す個別最適な学びの実現 

1-04 特別支援教育を受ける子どもたちの可能性を引き出す個別最適な学びの実現 

1-05 読解力向上に向けた学習指導の充実 

1-06 さいたまＳＴＥＡＭＳ教育の推進 

1-07 「さいたま市小・中一貫教育」の推進 

1-08 市立高等学校「特色ある学校づくり」の推進 

1-09 舘岩少年自然の家を活動拠点とした自然体験活動の推進 

1-10 さいたま市学習状況調査等の活用 

1-11 保育所・幼稚園等・小学校の連携 

1-12 子ども読書活動推進事業 

基本的方向性１ 

１２年間の学びの連続性を生かした 

「真の学力」の育成 

施策展開 
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

改定情報

A

B

事業コード・事業名 1 03 全ての子どもたちの可能性を引き出す個別最適な学びの実現

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

指導１課 ― ― ―

4

946,694 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
社会状況の変化や児童生徒が多様化する中で、決して誰一人取り残さないことを公立学校の責務とし、児童生徒一人ひとりの
可能性を最大限に伸ばし、社会をよりよく生きる資質・能力を育成する観点から個別最適な学びの実現を図ります。

事業内容

全ての市立学校において、学習内容の確実な定着を図る観点や、その理解を深め、広げる学習を充実させる観点から、カリ
キュラム・マネジメントの充実・強化を図り、全ての児童生徒の資質・能力を確実に育成します。
・研究指定校において、ＩＣＴの活用により蓄積した学習履歴（スタディ・ログ）等に基づいて児童生徒の特性や学習進度等を丁寧
に把握し、その状況に応じた基礎的な学習の定着を図る教材の提供など、効果的な指導方法の研究を行います。
・児童生徒の学習のつまずきによる学習意欲の低下や発達段階に応じた個別の教育的ニーズに対応するために、学習の悩み
や理解度に寄り添いながら個別の助言等を行い、分かることの喜びや充実感を味わわせる多様な場を設定します。
・児童生徒一人ひとりの興味・関心やキャリア形成の方向性等に応じて、学びをより深く追究したり、より高いレベルに挑戦したり
するための教育環境を整備します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

990,000 100% 946,694 100%

投入資源

0 0.0% 0

結果

令和４年度
の事業の達

成度

令和４年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
・１１校（小学校６校、中学校２校、特支１校、高校１校、中等教育学校２校）に対して研究委嘱
・スクールミーティングによる事業内容の周知

2,710,904総コスト（円）<A+B>

1,764,210

A

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①

「学習した内容について、
分かった点や、良く分から
なかった点を見直し、次の
学習につなげることができ
ていると思う」について肯
定的な回答をした児童生
徒の割合

目標 ―
前年度比 １ポイ

ント 増

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

前年度比 １ポイ
ント 増

前年度比 １ポイ
ント 増

前年度比 １ポイ
ント 増

実績 ― 85％ 87%

②

自律的に学習を進めたり
学習の悩みを相談したりで
きる学習スペースを設置し
た学校の割合

目標 85% 90% 95% 98% 100%

実績 － 85％ 91%

改定情報

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

0.21

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債 0.0%

財
源
内
訳

一般財源 990,000 100.0%
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事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

―

定性的
変化

文部科学省以外にも、経済産業省「未来人材ビジョン」内閣府「総合科学技術・イノベーション会議」等でも
取り上げられており、重要性が増しています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容
他課の指導主事と情報を共有しながら、指導訪問、スクールミーティング等で周知し、教職員への理解を
図ります。

取組状況
他課の指導主事と情報を共有しながら、指導訪問、スクールミーティング等で周知し、教職員への理解を
図りました。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

③他課の指導主事と情報を共有しながら、指導訪問、校長会等で周知し、教職員への
理解を図ります。

③

施策の進捗に向けた今後の方向性

指導訪問、校長会等で幅広く周知し、教職員への更なる理解を図ります。

　Ⓐｃtion(改善）

評価理由

①については、教育委員会各課所館室が連携して全ての市立学校に対して指導訪問を行ったり、教育政策室と連
携してスクールミーティングを行ったりすることで、個別最適な学びの実現に向けた指導を行いました。
②については、研究委嘱校、実践モデル校を設定し、重点的に消耗品費を配当することで、取組を推進しました。
③については、①と同様に、全ての市立学校に対して指導訪問を行ったり、スクールミーティングで話題にしたりす
る等、広報周知活動を行いました
④については、事業の全校実施により、平等な能力強化の機会を提供し、「10　人や国の不平等をなくそう」にも貢
献しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

本事業は、ＩＣＴの活用、個別のニーズに対応した多様な場の設定、教育環境の整備
を推進することにより、誰一人取り残すことなく、社会をよりよく生きる資質・能力を育
成するものであり、施策に貢献しているものと考えております。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓒheck（評価）
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

0.0%

財
源
内
訳

一般財源 0 0.0%

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

1.72

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①
特別支援教育の研究ネッ
トワークによる共有指導事
例数

目標 200事例 200事例

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

200事例 200事例 200事例

実績 － 204事例 204事例

結果

令和３年度
の事業の達

成度

令和３年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
①特別支援教育の研究ネットワークによる共有指導事例数（204事例）

14,449,720総コスト（円）<A+B>

14,449,720

B

0 0.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
社会状況の変化や児童生徒が多様化する中で、決して誰一人取り残さないことを公立学校の責務とし、「さいたま市GIGAスクー
ル構想」を活用して、特別支援教育を受ける児童生徒一人ひとりの可能性を最大限に伸ばし、個別最適な学びの実現を図りま
す。

事業内容
特別支援教育担当教員による特別支援教育の研究ネットワークをつくり、自走できる授業力向上システムを構築します。
  特別支援教育を受ける児童生徒に対して、ICTを活用した個別最適な学びについて研究します。
  特別支援教育の研究ネットワークによる指導事例を特別支援教育担当教員全体で共有し、個別最適な学びを実現します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

0 0% 0 0%

投入資源

0 0.0% 0

事業コード・事業名 1 04 特別支援教育を受ける子どもたちの可能性を引き出す個別最適な学びの実現

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

特別支援教育室 ― ― ―

4

B

改定情報

7



　Ⓒheck（評価）

評価理由

①については、指導１課、高校教育課、教育研究所と連携して、児童生徒の個別最適な学びを実現するための授
業づくりについて検討しました。
②については、学習支援コンテンツの充実やＩＣＴを活用した学習記録の蓄積を進めることで、教員が指導事例を共
有できるシステムを構築しました。
③については、研究の成果を、教員だけでなく、市民の方も見られるようにしました。
④については、全ての児童生徒に個別最適な学びを提供することで、「16 平和と公正をすべてのひとに」にも貢献
しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している 特別支援教育に携わる教員が、他校の教員と指導事例を共有することで、自ら学ぶ

機会となり、指導力向上につながりました。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓐｃtion(改善）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

③については、より多くの保護者や市民に周知するために、Webページに事前に掲載
します。

③

施策の進捗に向けた今後の方向性

特別支援教育担当教員による特別支援教育の研究ネットワークをつくり、自走できる授業力向上システムを構築しま
す。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

―

定性的
変化

中央教育審議会「令和の日本型学校教育」の構築を 目指して（答申）に、2020年代を通じて実現を目指す学校教育「令和の日本型
学校教育」の姿に、全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現が示されています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容
特別支援教育研究ネットワーク実践研修会をより多くの保護者や市民に周知するために、Webページに掲
載します。

取組状況
特別支援教育研究ネットワーク実践研修会の開催について、保護者宛通知文を発出し、市ホームページ
に掲載しました。
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

改定情報

B

事業コード・事業名 1 05 読解力向上に向けた学習指導の充実

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

指導１課 ― ― ―

4

1,952,185 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
ＩＣＴを効果的に活用した取組や教科横断的な視点を踏まえた読解力向上のための授業改善について研究し、その成果を広め
ることで、従前からの読解力に加えて、デジタルコンテンツを読み解き活用する力など、今日的な課題に応じた読解力を育成し
ます。

事業内容

学校訪問等において、協働学習用ソフトウェアなどのＩＣＴを効果的に活用した授業改善や読書環境整備など読解力向上へ向け
た具体的な指導を行います。
  「さいたま読解力向上教育」の研究校や各校の教育活動において、教科横断的な視点を踏まえた効果的な授業研究やカリ
キュラム開発を推進します。
  「読解力向上プロジェクトチーム」を設置し、デジタル教材を作成するとともに、基礎的なものからより実践的なものまで幅広く
読解力向上に資する学習活動をまとめた資料集「読解力向上Activities」を作成します。
  児童生徒の読解力を測定する「読解力チャレンジ」を実施し、読解力向上に関する継続的な検証改善サイクルを確立します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

2,151,000 100% 1,952,185 100%

投入資源

0 0.0% 0

結果

令和４年度
の事業の達

成度

令和４年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
学校訪問等において、協働学習用ソフトウェアなどのＩＣＴを効果的に活用した授業改善や読書環境
整備など読解力向上へ向けた具体的な指導を行うとともに、研究委嘱校の小学校３校・中学校３校
による３年間の研究について研究発表会を通して広く共有し、全国学力・学習状況調査の国語「読
むこと」に係る調査問題において、全国平均と市平均の差の割合が、＋4.0ポイントと目標指標を上
回ることができました。

4,640,505総コスト（円）<A+B>

2,688,320

B

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①

全国学力・学習状況調査
の国語「読むこと」に係る
調査問題において、全国
平均と市平均の差の割合

目標 ＋3.4ポイント +3.8ポイント

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

+4.2ポイント +4.6ポイント +5.0ポイント

実績
国の平均正答率

＋3.4ポイント
（令和元年度）

＋4.4ポイント  ＋4.0ポイント

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

0.32

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債 0.0%

財
源
内
訳

一般財源 2,151,000 100.0%
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事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

―

定性的
変化

「さいたまＧＩＧＡスクール構想」の推進により、デジタルコンテンツを読み解き活用する授業実践の充実及
び目的に応じて多種多様な資料を読み解き活用できる児童生徒の育成が求められています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容
令和４年度から実施する「さいたま読解力チャレンジ」を学校における児童生徒への教育指導の充実に役
立てるとともに、取組を通じて、読解力向上に関する継続的な検証改善サイクルを確立していきます。「質
の高い教育をみんなに」というＳＤＧｓの目標達成をさらに促進していきます。

取組状況
小学５年生、中学２年生を対象に「さいたま読解力チャレンジ」を実施し、学校における児童生徒への教育
指導の充実に役立てました。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

④令和４年度から全校で実施している「さいたま読解力チャレンジ」を学校における児
童生徒への教育指導の充実に役立てるとともに、取組を通じて読解力向上に関する
継続的な検証改善サイクルを確立することで、「4質の高い教育をみんなに」というＳＤ
Ｇｓの目標達成をさらに促進していきます。

④

施策の進捗に向けた今後の方向性

小学校５年生、中・中等教育学校２年生を対象とした「さいたま読解力チャレンジ」の検証結果を生かして、協働学習用
ソフトウェアなどを活用した授業改善につなげ、国語科での指導を基盤とした全教科・領域における読解力向上の取組
を推進していきます。また、「さいたま読解力チャレンジ」問題を解くことを通して、タブレットを活用して複数の多様な資
料を読み解き活用できる児童生徒の育成を図るとともに、読解力向上に資する教員の授業改善につなげていきます。

　Ⓐｃtion(改善）

評価理由

①については、読解力プロジェクトチームメンバーとして高校教育課の指導主事や有識者として大学準教授に参画
してもらうとともに、協働学習用ソフトウェアなどのＩＣＴを効果的に活用した授業改善について教育研究所と連携を
図りました。
②については、デジタル教材作成ツールを研究用として活用し、文部科学省ＣＢＴシステムＭＥＸＣＢＴを活用した「さ
いたま読解力チャレンジ」を実施し、調査に係る問題の作成・印刷・採点・解説に係る教員の負担軽減を図りました。
③については、学校訪問や研究発表、指導主事研修等で読解力向上に資する授業改善について広く周知すること
で、各学校における読解力向上への取組を促進しました。
④については、事業の全校実施により、平等な能力強化の機会を提供し、「10人や国の不平等をなくそう」にも貢献
しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

「4質の高い教育をみんなに」というＳＤＧｓの目標達成に向けて、市立全小・中・中等
教育学校において、文部科学省ＣＢＴシステムを活用した「さいたま読解力チャレンジ」
をタブレットで実施し、学校における児童生徒への教育指導の充実に貢献しました。ま
た、調査結果を検証し、学校へ共有することで、読解力向上に資する授業改善につい
て広く周知することができ、施策に貢献しているものと考えています。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓒheck（評価）
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

0.0%

財
源
内
訳

一般財源 18,737,000 100.0%

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

0.85

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①
「学力向上カウンセリング
学校訪問」の実施校数

目標 55校 80校

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

105校 130校 163校

実績
４６校

（令和２年度）
39校 68校

結果

令和４年度
の事業の達

成度

令和４年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
①全国学力・学習状況調査の振り返りの実施、②「学力向上カウンセリング学校訪問」の実施、③「学力向上
ポートフォリオ（学校版・児童生徒版）の作成・活用、④学習状況調査研修会の実施、⑤研修動画の作成・公
表、⑥情報共有のためのＷＥＢサイト（各学校用）の作成・公表、⑦地域・保護者に向けたリーフレットの作成・
提供
【未実施・未達成の目標指標】
未達成の要因として、新型コロナウイルスの影響により、学力向上カウンセリング学校訪問の実施期間が、短く
なってしまったことが挙げられます。

23,024,236総コスト（円）<A+B>

7,140,850

C
コロナ影響有

15,883,386 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
「全国学力・学習状況調査」と「さいたま市学習状況調査」を軸とした確かな学力の向上に向けたＰＤＣＡサイクルを生かして、児
童生徒の学力向上や、望ましい生活習慣の確立を目指すために、教育指導の充実を図ります。

事業内容

国や市の調査結果からわかる成果や課題を把握し、課題解決に向けた教育指導の充実が図られるよう、学校訪問や研修会を
通しで各学校の調査結果分析力を高めます。
  小１～中３において「さいたま市学習状況調査」を実施し、児童生徒の学習・生活状況を継続的・多面的に把握・分析します。
  国や市の調査問題の趣旨を踏まえた授業アイディア例の伝達や教育指導の工夫改善に向けた指導・助言を行う「学力向上カ
ウンセリング学校訪問」を実施します。
  各校の調査結果分析力を高めるため、全ての学校へ調査結果の分析・活用方法について周知する「学習状況調査研修会」を
実施します。
  国や市の調査結果を詳細に分析し、学力と相関がみられる生活習慣等の把握を行い、学校・地域・保護者に発信するととも
に、連携して望ましい生活習慣の確立を図ります。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

18,737,000 100% 15,883,386 100%

投入資源

0 0.0% 0

事業コード・事業名 1 10 さいたま市学習状況調査等の活用

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

教育研究所 ― ― ―

4

C

改定情報
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　Ⓒheck（評価）

評価理由

①については教育委員会内で学習状況調査結果を共有するとともに、市立小・中学校で実施した指導訪問では、
指導・助言に活用しました。②については、学力向上カウンセリング学校訪問で希望する学校や、学習状況調査研
修会をオンラインで実施し、指導主事の移動時間や勤務時間の削減につなげました。また、さいたま市学習状況調
査を、１人１台端末を活用して実施し、結果の早期提供や解説資料の印刷コストの削減につなげました。③「児童生
徒・保護者向けリーフレット」を調査対象児童生徒（保護者）に配布することで、学習状況調査の結果活用の推進を
図りました。④学力向上カウンセリング学校訪問では、各学校の実態を客観的に示し、教育活動の成果を伝えるこ
とで、「８ 働きがいも経済成長も」にも貢献しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

「全国学力・学習状況調査」の振り返りを全校で実施し、その結果を集計したデータを
用いることで、中止になっていた「さいたま市学習状況調査」の調査結果に代えて、学
力向上カウンセリング学校訪問を調査が中止される前に近い形で行うことができまし
た。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓐｃtion(改善）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

③「学力向上ポートフォリオ（学校用）」を再構築し、学習状況調査結果を基に作成した
学力向上策を各学校のＷｅｂページに掲載し、広く周知するとともに、学習状況調査結
果の活用を推進してまいります。特に、各学校が学習状況調査の結果の分析を実施
し、「学力向上ポートフォリオ（学校用）」に反映できるよう、支援してまいります。
調査結果を基としたより詳細な分析や具体的で分かりやすい指標を設定することは、
地域・保護者・学校が一体となり、教育指導の工夫改善につながると考えています。

③

施策の進捗に向けた今後の方向性

次年度も本市の学力の維持・向上に向け、国や市の調査結果を把握・分析し、各学校の実態に応じた指導の工夫改
善に努めます。具体的には、各学校の調査結果分析の機会を多く設け、各学校の分析力を高めていきます。そのため
に、研修会等で調査結果の分析方法を示したり、「学力向上カウンセリング学校訪問」では、実際に分析を行ってもらっ
たりしていきます。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

ー

定性的
変化

GIGAスクール構想により、CBTによる全国学力・学習状況調査の実施が検討されています。
本市においても、CBTによる調査へ段階的に移行しています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容
「学力向上ポートフォリオ（学校版）」を再構築し、学校Ｗｅｂページに公開するために、適切な指導・支援の
充実を図る。

取組状況

「学力向上ポートフォリオ（学校版）」の自校の分析が行えるよう、様式を変更した。特に、全国及び市学習
状況調査を基に、指標を設定して記載できるようにするとともに、各学校が調査結果を分析できるようにす
るため、指導・支援を行った。また、作成後は、各学校のＷｅｂページに公開し、広く関係者間の周知につ
なげた。
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

改定情報

C

コロナ
影響
有

事業コード・事業名 1 11 保育所・幼稚園等・小学校の連携

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

指導１課 教育研究所 ― ―

4,17

2,761,032 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
保育所の保育や幼稚園等の教育、療育施設の療育の内容に対する理解を深め、保育所、幼稚園、認定こども園、療育施設及
び小学校、中学校、特別支援学校の連携を強化し、子どもの発達や学びの連続性を踏まえた教育活動の一層の充実を図りま
す。

事業内容

各学校において、保育所・幼稚園の教育内容について理解を深め、幼児教育と小学校教育との円滑な接続を図ります。
  保育者と小学校教諭間での相互理解を図るために、小学校教諭による、保育所保育士や幼稚園教諭との情報交換や保育参
観を行います。
  小学校の授業を公開するなど、保育所・幼稚園との「保幼小連絡協議会」の内容の充実を図ります。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

3,000,000 100% 2,761,032 100%

投入資源

0 0.0% 0

結果

令和４年度
の事業の達

成度

令和４年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、中止となった学校もありました。

【未実施・未達成の目標指標】
令和４年度、新型コロナウィルス感染症拡大防止の観点から中止となった学校もあったため、令和
５年度に継続して実施の予定です。

3,517,122総コスト（円）<A+B>

756,090

C
コロナ影響有

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①
「保幼小連絡協議会」で授
業公開をしている学校の
割合

目標 80% 85%

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

90% 95% 100%

実績
73％

（令和元年度）
24％ 65%

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

0.09

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債 0.0%

財
源
内
訳

一般財源 3,000,000 100.0%
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事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

―

定性的
変化

国の「教育振興計画」では、就学前から高等教育までの各段階の移行を円滑にするような学校間連携や
一貫教育を推進することが示されるなど、保幼小の一層の連携が求められています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容
引き続き、幼児政策課、保育課、さいたま市私立幼稚園協会、さいたま市私立保育園協会と連携して研修
会を充実させることで、質の高い教育を行っていきます。「幼児期までに育ってほしい姿」について幼稚
園、保育所、認定こども園、小学校が共有することで、保幼小の円滑な接続を図っていきます。

取組状況
新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、実施方法を工夫して研修会を実施し、幼児教育と学校教育
の連携の重要性を周知しました。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

①引き続き、幼児政策課、保育課、さいたま市私立幼稚園協会、さいたま市私立保育
園協会と連携して研修会を充実させることで、質の高い教育を行っていきます。「幼児
期までに育ってほしい姿」について幼稚園、保育所、認定こども園、小学校が共有する
ことで、保幼小の円滑な接続を図っていきます。

①

施策の進捗に向けた今後の方向性

令和４年度については、新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、計画通りの実施ができない事業がありました。令
和５年度は、新型コロナウィルス感染症が５類の扱いとなったことを受け、本事業の重要性を改めて周知するなど、事
業実施の方法について検討していきます。

　Ⓐｃtion(改善）

評価理由

①については、指導１課、教育研究所、幼児政策課、保育課、さいたま市私立幼稚園協会、さいたま市私立保育園
協会等と連携し、各研修会の計画、実施を行っています。
②については、各研修会での内容の充実を図り、より多くの教員や保育士との関係性が深められるよう実施内容を
変更していきます。また、今後、各関係者、関係園との連絡方法を可能な範囲で電子化するなど、事業内容の改善
を図っていきます。
③については、さいたま市私立幼稚園協会広報誌への協力等により、周知を図っていきます。
④については、研修会を充実させることで、平等な能力強化の機会を提供し、「10　人や国の不平等をなくそう」にも
貢献しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

本事業は、各学校において、保育所・幼稚園等の保育・教育内容について理解を深
め、幼児教育と小学校教育との円滑な接続を図ることなどから、施策への貢献度は高
いと考えてます。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓒheck（評価）
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

改定情報

B

A

事業コード・事業名 1 12 子ども読書活動推進事業

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

資料サービス課 ― ― ―

4,11,17

0 0.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的 生涯にわたり深い学びの支えとなる自主的な読書活動ができるように、読書が好きな子どもの割合を増やします。

事業内容

「さいたま市子ども読書活動推進計画」に基づき、家庭・地域・学校等と連携し、子どもの読書活動を推進します。
  「さいたま市子ども読書の日」を創設し、毎月23日を中心に読書の普及啓発を図ります。
  図書館ＷＥＢコンテンツの充実、及び「わたしの本棚（読書ノート）」の利用普及、動画やＳＮＳ等による情報発信を進めます。
  ＳＤＧｓの理解を深めるために役立つ本を、図書館ＷＥＢサイトや展示会等で紹介します。
  学校図書館支援センターが核となり、「資源共有ネットワーク」による蔵書の共同利用を促進し、学校の読書活動、調べ学習活
動を支援します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

0 0% 0 0%

投入資源

0 0.0% 0

結果

令和３年度
の事業の達

成度

令和３年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
・「さいたま市子ども読書の日」に係る普及啓発活動（210回）
・図書館WEBコンテンツ（子ども向け）の作成（29件）

36,544,350総コスト（円）<A+B>

36,544,350

B

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①
「さいたま市子ども読書の
日」に係る普及啓発活動
の実施回数

目標 65回 210回

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

215回 220回 225回

実績 － 206回 210回

②
図書館WEBコンテンツ（子
ども向け）作成件数

目標 103件 140件 147件 169件 191件

実績
81件

（令和2年度） 132件 161件

改定情報

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

4.35

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債 0.0%

財
源
内
訳

一般財源 0 0.0%
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事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

児童向けイベントの回数は、コロナ前に戻りました。

定性的
変化

数年ぶりの制限のない状況の中、レクリエーション等で遠出の機会が増えています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容
図書館WEBコンテンツ作成についての研修を実施し、職員のスキルを向上させることで、より質の高いコ
ンテンツを発信することができる環境を整えます。

取組状況
図書館WEBコンテンツ作成についての研修をe-ラーニング形式で実施し、職員のスキルを向上させること
できました。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

③については、図書館WEBサイトにおいて、家庭での読書を推進するコンテンツを新
たに発信し、読書について普及・啓発を図ります。

③

施策の進捗に向けた今後の方向性

引き続き、優れた読書活動を行った施設・団体を対象とした表彰の実施や図書館ホームページでの事例紹介などを通
して、家庭・地域・学校等と連携し、子どもの読書活動を推進していきます。

　Ⓐｃtion(改善）

評価理由

①については、冬の読書キャンペーンで、子育て支援課、保育課、指導一課等と連携し、読書イベントの事例収集
を行いました。
②については、図書館WEBコンテンツ作成研修を実施し、ＷＥＢコンテンツを増やすための取組を行いました。
③については、X（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）や図書館WEBサイトを用いて、イベント等の情報発信を積極的に行いました。
④については、除籍した本や市民から寄贈された本を公共施設等に提供する頒布会や、市民向けの「古本バザー
ル」「古本リサイクル」を開催し、「12　つくる責任　つかう責任」にも貢献しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

「さいたま市子ども読書の日」の創設し、毎月23日を中心に子どもの読書活動を推進
することで、施策展開「夢を実現しようとする高い志を持って、可能性に挑戦する力を
育成する」ことに寄与しています。よって、施策展開の貢献度は高いものと考えていま
す。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓒheck（評価）
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※ 「網掛け」の事業評価シートについては、「さいたま市総合振興計画基本計画の実施状況報告書」をご覧ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

○コミュニケーションを通じて人間関係を築く力、豊か

な情操や規範意識、ものごとを最後までやり抜く力、

社会的・職業的自立に向けた能力・態度等を育成する。 

○生涯にわたってたくましく生きるために必要な健康

や体力を育成する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

2-01 グローバル・スタディの推進 

2-02 国際教育の推進 

2-03 未来（みら）くるワーク体験（中学生職場体験事業）の推進 

2-04 未来（みら）くる先生を活用したキャリア教育の推進 

2-05 生徒指導・教育相談の推進 

2-06 特別支援教育の推進 

2-07 特別支援教育の専門性向上 

2-08 グローバル人材を育成する中等教育学校の整備 

2-09 ＳＤＧｓの実現を目指した教育の推進 

2-10 主権者教育の推進 

2-11 人権教育の推進 

2-12 道徳教育の推進 

2-13 子どもの体力向上の推進 

2-14 スポーツを科学する生徒の育成 

2-15 地域・家庭・学校が連携した食を通じた健康づくり 

2-16 「さいたま子ども短歌賞」の推進 

基本的方向性２ 

グローバル社会で活躍できる 

豊かな人間性と健やかな体の育成 

施策展開 
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

改定情報

A

B

事業コード・事業名 2 02 国際教育の推進

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

指導１課 ― ― ―

4

8,550,517 66.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 10,526 0.1%

事業目的
コロナ禍により今後一層予測困難となるグローバル社会において、我が国及び諸外国の伝統や文化の理解を深め、互いの伝
統や文化を尊重する態度を養います。また、異なる文化をもつ人々と共に生きていく資質や能力を育成します。さらに自己の確
立を図りつつ、自らの考えや意見を自ら発信し、具体的に行動することのできる態度・能力を児童生徒にはぐくみます。

事業内容

すでに全ての市立学校に配置している外国語指導助手の活用や、体験活動の充実、国際交流の実施などを通して国際教育を
推進します。このような活動を通して、地球的視野に立って、主体的に行動できる児童生徒を育成します。
  外国の文化や生活への興味・関心を喚起する活動など、児童生徒の主体性を重んじた体験活動を充実させます。
  手紙、作品等の交換やオンラインでの交流、市立中学校等生徒を対象とした海外派遣など国際交流を推進します。
  日本語指導が必要な児童生徒が在籍する学校に日本語指導員を派遣します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

30,530,000 100% 12,959,043 100%

投入資源

0 0.0% 0

結果

令和４年度
の事業の達

成度

令和４年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
・手紙、作品の交換やオンライン交流の実施（１１校）
・日本語指導員の派遣（９５校）

23,292,273総コスト（円）<A+B>

10,333,230

C

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①
日本語指導１年終了時に、
日常会話ができる児童生
徒の割合

目標 60% 65%

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

70% 75% 80%

実績 ― 78.6% 81.9%

②

「異文化や異なる文化を持
つ人々を受容するなど、多
様性を認めることは大切だ
と思いますか。」との問い
に肯定的な回答をした中・
中等教育学校３年生の割
合

目標 ―
前年度比

２ポイント増
前年度比

２ポイント増
前年度比

２ポイント増
前年度比

２ポイント増

実績 ― 94.4％ 95.4%

改定情報

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

1.23

事業に関連する
民間資金

―

5,428,000 17.8% 4,398,000 33.9%

地方債 0.0%

財
源
内
訳

一般財源 25,102,000 82.2%
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事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

新型コロナウイルス感染書の拡大により、国を超えた人の交流が大きく制限されました。

定性的
変化

「日本語教育の推進に関する法律（令和元年法律第48号）」が、令和元年6月28日に公布・施行され、日
本語指導の重要性が増しました。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容 国際交流に関して、各学校に周知を図ることにより、オンライン交流をさらに推進を図ります。

取組状況
オンライン交流の実践事例や、交流校の探し方などを研修会で取り上げ、令和３年度には１校だったオン
ライン交流実施校数が、令和４年度には６校に増加しました。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

①NPO団体と連携し、日本語指導のさらなる充実を図ります。

①

施策の進捗に向けた今後の方向性

日本語指導のさらなる充実を図るために、日本語指導員研修会の回数を増やします。また、児童生徒理解や具体的な
日本語指導の方法等について、NPO団体代表の方等、外部の専門家を招聘し、研修内容を充実させていきます。

　Ⓐｃtion(改善）

評価理由

①については、観光国際課やNPO団体と情報交換を行い、日本語指導や国際教育の推進に努めました。
②については、日本語指導配置に係る業務を複数体制で行うことにより、任用に係る事務作業時間を短縮しまし
た。
③については、姉妹校等交流に関わる通知や日本語指導に関わる通知を各学校に発出しました。
④については、事業の実施により、平等な能力強化の機会を提供し、「10　人や国の不平等をなくそう」にも貢献し
ました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

本事業は、日本語指導を通じて、日本語指導が必要な児童生徒の日常会話能力が向
上したこと、また、国際交流の実施により、多様性を認めることの大切さを認識してい
る生徒の割合が高いことなどから、施策への貢献度は高いと考えています。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓒheck（評価）
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

改定情報

目標 5本

B

A

B

改定情報

事業コード・事業名 2 07 特別支援教育の専門性向上

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

特別支援教育室 ― ― ―

4,17

1,100,000 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
特別支援教育に関する教職員の専門性の向上を図ることで、共生社会の形成を目指し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた特
別支援教育を推進します。

事業内容

特別支援教育に関する教職員研修を実施します。
  校長、副校長・教頭を対象に、管理職として特別支援教育を推進するための研修を実施します。
  特別支援学校担当者、特別支援学級担当者、通級指導教室担当者、特別支援教育コーディネーターを対象に、特別支援教
育の専門性を向上させるための研修を実施します。
  さいたま市教育委員会免許法認定講習（特別支援教育）を6講座12日間開催します。（６講座は、1年間で、特別支援学校教諭
二種免許状を取得するために必要な講座数です。）
  教職員を対象に、主体的に特別支援教育について学べるように、特別支援教育に関するWeb研修コンテンツを提供します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

1,080,000 100% 1,100,000 100%

投入資源

0 0.0% 0

結果

令和３年度
の事業の達

成度

令和３年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
①特別支援教育に関する研修会の実施回数（20回）
②特別支援教育の研究ネットワークによる共有指導事例数（204事例）
③特別支援教育に関するWeb研修コンテンツ提供数（5本）

15,549,720総コスト（円）<A+B>

14,449,720

A

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①
特別支援教育に関する研
修の実施回数（管理職・特
別支援教育担当者）

目標 20回 20回

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

20回 20回 20回

実績
20回

（令和２年度）
20回 20回

②
さいたま市教育委員会免
許法認定講習（特別支援
教育）の受講者数の累計

目標 510人 550人 590人 630人 670人

実績
470人

（平成29年度から
令和２年度）

548人 671

改定情報

③
特別支援教育に関する
Web研修コンテンツ提供数

25本

実績
0本

（令和２年度）
5本 10本

15本 20本10本

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

1.72

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債 0.0%

財
源
内
訳

一般財源 1,080,000 100.0%
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事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

‐

定性的
変化

「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議」報告において、全ての教師には、障害の特性等に関する理解と指導
方法を工夫できる力や、個別の教育支援計画・個別の指導計画などの特別支援教育に関する基礎的な知識、合理的配慮に対する
理解等が必要であると示されています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容 どの研修についても、アンケート項目を統一し、効率よく集計及び比較ができるようにします。

取組状況
研修参加者に行うアンケートを統一し、効率よく集計したり、比較したりすることができ、次の研修会に向
けて改善を図ることができました。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

②どの研修についても、アンケート項目を統一し、効率よく集計及び比較ができるよう
にします。

②

施策の進捗に向けた今後の方向性
特別支援教育に関する教職員研修を実施します。
  校長、副校長・教頭を対象に、管理職として特別支援教育を推進するための研修を実施します。
  特別支援学校担当者、特別支援学級担当者、通級指導教室担当者、特別支援教育コーディネーターを対象に、特別支援教育の専門性を向上さ
せるための研修を実施します。
  さいたま市教育委員会免許法認定講習（特別支援教育）を６講座12日間開催します。
  教職員を対象に、主体的に特別支援教育について学べるように、特別支援教育に関するWeb研修コンテンツを提供します。

　Ⓐｃtion(改善）

評価理由

①については、障害政策課やひまわり学園と連携し、研修を実施することで、教職員の障害理解について推進しま
した。
②については、研修参加者のアンケートをデジタル化して、効率よく集計できるようにしました。
③については、学習コンテンツや指導事例をホームページに掲載し、市民や教職員に広報しました。
④については、教員の特別支援教育の資質を向上することで、「16 平和と公正をすべてのひとに」にも貢献しまし
た。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している 特別支援教育に関する研修実施を行うことで、教職員の特別支援教育に関する専門

性が向上し、配慮の必要な児童生徒に対しての適切な支援につながりました。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓒheck（評価）
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

改定情報

事業コード・事業名 2 12 道徳教育の推進

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

指導１課 ― ― ―

4

154,997 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
各校において、道徳科を要として、学校の教育活動全体で道徳教育を進めるとともに、家庭や地域と協力して児童生徒の道徳
性の涵養に努めます。

事業内容

各学校において各教育活動での道徳教育がその特質に応じて意図的、計画的に推進され、相互に関連が図られるとともに、道
徳科が道徳教育の要としての役割を果たすことができるように具体的に指導を行います。
  学校訪問を通して協働学習用ソフトウェア等のＩＣＴを効果的に活用し、「考え、議論する道徳」の授業について具体的な指導を
行います。
  研究指定校を委嘱し、幼児期の教育との接続や義務教育９年間を見通した小・中学校教育との接続など、あらゆる教育活動
における道徳教育を俯瞰して捉え、児童生徒の発達段階に応じたカリキュラムを研究します。
  さいたま市の郷土教材を扱った読み物資料集について、内容を改訂するとともにデジタル化を図り、１人１台端末における活
用を推進します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

190,000 100% 154,997 100%

投入資源

0 0.0% 0

結果

令和４年度
の事業の達

成度

令和４年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
・全ての市立小・中・中等教育学校の道徳教育推進教師及び希望者を対象に、道徳科の授業公開
及び協議会を実施しました。
・学校訪問等により、「考え、議論する道徳」の授業改善に向けた指導・助言を行いました。

995,097総コスト（円）<A+B>

840,100

B

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①

さいたま市学習状況調査
の「人が困っているときに
は、進んで助けています
か。」という質問項目に対
する児童生徒の肯定的な
回答割合

目標 92% 92%

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

93% 93% 94%

実績
91.0%

（令和２年度）
92.5％ 92.5%

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

0.10

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債 0.0%

財
源
内
訳

一般財源 190,000 100.0%
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事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

―

定性的
変化

道徳の教科化後の成果・課題等を踏まえ、改めて学校における道徳教育のカリキュラム・マネジメントの
充実や「考え、議論する」道徳科の授業づくりが求められています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容
道徳の教科化後の成果や課題等を踏まえ、GIGAスクール構想における「考え、議論する」道徳科の授業
づくり、カリキュラム・マネジメントの充実を図っていきます。

取組状況
ICTを効果的に活用した「考え、議論する」道徳科の授業を公開し広く周知するとともに、家庭・地域と連携
しながら行う道徳教育を推進し、カリキュラム・マネジメントの充実を図るため、道徳教育推進委員会を行
いました。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

④道徳科の教科化後の成果や課題等を踏まえ、GIGAスクール構想における「考え、
議論する」道徳科の授業づくり、カリキュラム・マネジメントの充実を図っていきます。

④

施策の進捗に向けた今後の方向性

令和５年度は、「考え、議論する」道徳科の授業づくりのさらなる推進、カリキュラム・マネジメントのさらなる充実を図る
ため、道徳教育推進委員会、道徳教育研究協議会（全体会、会場校研修）の実施方法について検討していきます。

　Ⓐｃtion(改善）

評価理由

①については、指導主事等による学校訪問や、全小・中・中等教育学校から１名以上が参加する道徳教育研究協
議会や、研究指定校による研究発表会等を通して、学校との連携を図りました。
②については、道徳教育研究協議会を参集とオンラインを組み合わせて実施したり、各種資料の電子化を進めるな
ど、効率化を図りました。
③については、保護者や地域の方々に参加いただく研修会や会議を年１回以上実施しました。
④については、「考え、議論する」道徳科の授業の充実により、平等な能力強化の機会を提供し、「10　人や国の不
平等をなくそう」にも貢献しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

本事業は、学校の教育活動全体で道徳教育を推進し、家庭や地域と連携して児童生
徒の道徳性の涵養を図ることで、豊かな情操や規範意識の育成に繋がり、貢献度は
高いと考えます。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓒheck（評価）
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

改定情報

B

事業コード・事業名 2 16 「さいたま子ども短歌賞」の推進

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

生涯学習振興課 ― ― ―

4

1,156,714 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的 市民に広く親しまれている短歌を通して、児童生徒の豊かな感受性と国語力をはぐくみ、伝統的な言語文化の継承を図ります。

事業内容

全国の小・中学生を対象に作品を募集し、表彰式を開催します。
  優秀賞20人、入選80人を表彰します。
  優秀作品100首を掲載した作品集を発行します。
  作品集のデイジー図書（録音図書）や点字図書を作成します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

1,170,000 100% 1,156,714 100%

投入資源

0 0.0% 0

結果

令和３年度
の事業の達

成度

令和３年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
応募者数15,980人

7,457,464総コスト（円）<A+B>

6,300,750

B

令和５年度 令和６年度 令和７年度

① 応募者数

目標 14,400人 14,600人

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

14,800人 15,000人 15,200人

実績
14,266人

（令和元年度）
15,281人 15,980人

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

0.75

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債 0.0%

財
源
内
訳

一般財源 1,170,000 100.0%
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事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

市立学校の児童生徒の応募者は１万人超を維持しており、市立学校において本賞は定着している状況で
す。

定性的
変化

ＳＮＳで短歌を気軽に詠む方がいるなど、社会的にも作歌の機運が高まっています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容 周知方法や周知時期を工夫するなど、積極的な広報活動を展開して応募者の増加を図ります。

取組状況

①学校へ応募票を発送するに当たり、予め発送時期等を市内全校へメールでアナウンスすることにより、
夏休みの宿題に活用してもらえるようにしました。
②児童生徒の作歌能力を向上させ、翌年度以降の応募数が増加することを目的とし、作品集の原稿を校
務用端末に格納し、授業に活用してもらえるようにしました。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

周知方法や周知時期を工夫するなど、積極的な広報活動を展開して応募者の増加を
図ります。

③

施策の進捗に向けた今後の方向性

引き続き積極的な広報活動を展開し、応募者数の増加を図ります。
併せてホームページからの応募を実施する等、応募してもらいやすい環境の整備に努めます。

　Ⓐｃtion(改善）

評価理由

①については、地域で活動する埼玉県歌人会と事業の周知や作品集の刊行において連携をしています。また、作
品集等の点字図書やデイジー図書については、市民ボランティアの協力により作成しています。
②については、大量の応募票を短時間で効率的に処理できるよう、作業内容の見直しを行ないました。
③については、市報さいたまへの記事掲載や記者への情報提供のほか、公民館等の施設での募集案内配布、出
版社や他市教育委員会への送付などの取組を行いました。
④については、全国の小・中学生を対象に実施したことにより、未来を担う子どもたちの平等な能力強化の機会を
提供したため、「10　人や国の不平等をなくそう」にも貢献しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している 児童生徒の学びを止めない取組は、伝統的な言語文化の継承に貢献していると考え

られます。

Ⅱ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓒheck（評価）
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※ 「網掛け」の事業評価シートについては、「さいたま市総合振興計画基本計画の実施状況報告書」をご覧ください。 

 

 

 
 
 
 
 

 
 

〇生きがいを持ち、生涯にわたって質の高い学びを続け

られる環境を整備する。 

○人生を豊かに生きるために、学んだことを生かして活

躍できる環境を整備する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

3-01 さいたま市民大学事業の推進 

3-02 図書館を通じた生涯学習環境整備の推進 

3-03 子どもの学び・親子の育ちの支援の充実 

3-04 博物館・美術館・科学館を通じた生涯学習環境整備の推進 

3-05 生涯学習施設と学校との連携事業の充実 

3-06 公民館・図書館施設リフレッシュの推進 

3-07 さいたま市生涯学習「学びのネットワーク」の推進 

3-08 生涯学習人材バンクの推進 

3-09 さいたま市生涯学習コンテンツの推進 

3-10 次世代に向けた歴史文化資源の保存・継承・活用 

基本的方向性３ 

人生１００年時代を 

輝き続ける力の育成 

施策展開 
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

0.0%

財
源
内
訳

一般財源 491,000 100.0%

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

1.71

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債

③

「サイエンスフェスティバル
ワークショップ」と「動画コン
テスト」への参加延べ校数
（青少年宇宙科学館）

29校

実績
６校

（令和２年度）
4校 16校

25校 27校23校

②

鑑賞ツール（埼玉アート
カード、アート掛図、造形
的な本）と動画の貸出し延
べ校数
（うらわ美術館）

目標 35校 36校 37校 38校 39校

実績
34校

（令和２年度）
39校 43校

改定情報

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①
資料貸出し及び巡回展実
施延べ校数
（博物館）

目標 83校 84校

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

85校 86校 87校

実績
81校

（令和元年度）
76校 74校

結果

令和３年度
の事業の達

成度

令和３年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】①資料貸出延べ校数　6校、巡回展実施延べ校数　68校　②鑑賞ツール（埼玉アートカード、アート掛
図、造形的な本）と動画の貸出し延べ校数　43校　③「サイエンスフェスティバル　ワークショップ」と「動画コンテ
スト」への参加延べ校数　16団体
【未実施・未達成の目標指標】①目標達成率は88.1％でした。博物館では、体験学習の実施校が前年比11.9％
上昇するなど、直接体験する教育活動に増加傾向が見られ、相対的に資料貸出し件数が伸び悩み、目標値を
下回りました。③目標達成率は69.6％でした。未だ新型コロナウイルス感染症の影響があり参加について苦慮
する学校や、部活動の年間を通した計画において繁忙期である学校もあり、目標値を下回りました。

14,794,010総コスト（円）<A+B>

14,365,710

B

428,300 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
  児童が博物館の所蔵する歴史資料に触れる体験的な学習活動を通して、深い学びを実現し、地域の歴史への理解を深めます。（博物館）
  小・中学校へ学習機会を提供し、学校の美術鑑賞学習の充実を図ります。（うらわ美術館）
  中・高等学校等との連携による、宇宙や科学技術への夢や希望をはぐくむ質の高い教育を推進します。（青少年宇宙科学館）

事業内容

  小学校の社会科等の授業に対応した写真や解説パネル、博物館所蔵資料などを活用して、貸出しや巡回展示を行います。
（博物館）
  新しい生活様式を踏まえた授業の提案として、学校で美術鑑賞学習の授業実践が可能となるよう、鑑賞ツールの貸出しととも
に、授業づくりをサポートする動画を提供します。（うらわ美術館）
  「サイエンスフェスティバル　ワークショップ」に加え「動画コンテスト」の実施により、中・高等学校の科学部等が科学の不思議
を伝えるワークショップや動画作品づくりを通して、主体的に企画・制作し多角的な視点をもって仲間と協働する機会を提供しま
す。（青少年宇宙科学館）

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

491,000 100% 428,300 100%

投入資源

0 0.0% 0

事業コード・事業名 3 05 生涯学習施設と学校との連携事業の充実

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

博物館 うらわ美術館 青少年宇宙科学館 ―

4

C

A

C

改定情報

改定情報

目標 21校
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　Ⓒheck（評価）

評価理由

①各種の事業を通して、市内の中・中等教育・高等学校と協働することができました。
②貸出し教材セットの中に、使用の際のチェックシートや使用の際の注意点を記載した資料を一緒に渡せるように
し、教材を少しでも長く、大切に使用できるよう工夫しました。担当者が中心に進める事業ではありますが、係全体
で情報共有し、分担をしながら取り組むことができました。また、各事業の参加者の満足度評価は95％以上となり、
費用対効果を高める取組ができました。
③校長会や教科主任会を通して事業開催の周知を図りましたが、一部の事業について目標値を達成できませんで
した。
④個人の努力や協働を通して科学的な知識を獲得した市民が、その学びを提供する場を設定できたことから、「【目
標⑨】産業と技術革新の基盤をつくろう」にも貢献ができました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

目標指標設定時と比べ、学校におけるタブレット端末の導入や新型コロナウイルス感
染症の流行後の対応など、教育環境が著しく変化している現状において、学校巡回展
や資料貸出しと、学校で行う学習活動との繋がりができており、貸出し先の学校でも、
授業で活用されています。また、参加した子どもたちや体験した市民による満足度が
高く、ワークショップ・動画コンテストとともに参加校数が昨年度比525％伸びたことか
ら、一定程度貢献していると考えます。Ⅱ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓐｃtion(改善）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

③対象となる校種の学校にチラシや学習者用タブレット、SNSを駆使して、より広く広
報します。参加する学校の部活動の年間を見通した計画を共有するとともに、参加し
やすい環境を整えていきます。

③

施策の進捗に向けた今後の方向性

学校や研修会等への積極的な働きかけや情報発信を行い、デジタルとリアル（直接体験）とを組み合わせた、教育効
果の高い充実した事業の展開を推進していきます。部活動単位での参加となる事業については、より多くの参加者を
増やすため、参加対象の検討を行います。ワークショップや動画コンテストに参加する意義や魅力について広く周知
し、参加しやすい時期や場の設定の調整を図り、参加者増加に対する強化を実践していきます。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

各学校において、外部施設を利用しての教育活動が再開し、積極的になっています。小学校を中心に昨
年度と比較し利用校が増加しました。体験学習についても、博物館に来館して実施する学校が増加傾向
にあります。

定性的
変化

鑑賞ツールを授業で活用する際の導入動画の貸出しを積極的に行い、授業で活用する際の内容の充実
を図りました。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容
ワークショップでは団体ごとに活動場所を分け、安心安全に運用できるようにしたり、動画コンテストにつ
いては動画編集についての規定を大幅に緩和したりすることにより、参加しやすい環境を整えました。事
業内容について、学校や研修会等への積極的な働きかけや積極的な情報発信を行いました。

取組状況
鑑賞ツールの利用校が令和３年度より増加しました。参集型のワークショップは、3密を回避するよう感染
症対策を徹底することで、同世代・多世代が参加し、楽しみながら交流できました。また、市民が企画する
イベントに市民が参加して学習する機会を提供することができました。
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

0.0%

財
源
内
訳

一般財源 68,200 100.0%

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

0.21

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①
「学びのネットワーク」への
協力企業等の数

目標 ５ヶ所 ６ヶ所

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

７ヶ所 ８ヶ所 ９ヶ所

実績 ― 0ヶ所 0ヶ所

結果

令和４年度
の事業の達

成度

令和４年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

令和４年度は「ＳＤＧｓ」をテーマとして、生涯学習部施設の他、大宮盆栽美術館、岩槻人形博物
館、漫画会館を含む100施設で取組及びシールラリーを実施し、3,325枚のシールを配付することが
できました。しかし、新型コロナウイルス感染症の影響が残っており、企業等への協力を求めること
が出来ませんでした。

1,832,326総コスト（円）<A+B>

1,764,210

C
コロナ影響有

68,116 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的 多様な主体との連携・協働により、生涯学習におけるネットワーク型行政を推進します。

事業内容

市民の身近に存在する生涯学習関連施設を中心としたネットワークを構築し、多種多様な学びの場を市民に提供する「学びの
ネットワーク」を実施します。
  公民館や図書館、科学館、博物館や美術館等で、同じ時期に同じテーマで展示・講座等の事業を展開します。
  市長部局や大学、NPO、企業、団体等と連携・協働し、各施設等を巡るスタンプラリーを実施します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

68,200 100% 68,116 100%

投入資源

0 0.0% 0

事業コード・事業名 3 07 さいたま市生涯学習「学びのネットワーク」の推進

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

生涯学習振興課 ― ― ―

4,11,17

C

コロナ
影響
有

改定情報
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　Ⓒheck（評価）

評価理由

①については、生涯学習部施設の他、大宮盆栽美術館、岩槻人形博物館、漫画会館と連携し、講座等81件、展示
39件を実施しました。
②については、生涯学習情報システムや公民館報等の既存の広報ツールを活用しました。
③については、報道機関への情報提供や市公式Twitter、児童生徒タブレット等をによる周知を行いました。
④については、ＳＤＧｓをテーマとして各施設で特色ある取組を実施しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

サークル等の地域団体や学校の部活動などと協力して事業を実施し、「人生を豊かに
生きるために、学んだことを生かして活躍できる環境を整備する」に一定程度貢献しま
した。

Ⅱ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓐｃtion(改善）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

①については、市内に所在する国や県、民間等の多様な主体との連携・協働を一層
推進し、市民の多様な学習ニーズに応じた学習機会を提供していきます。

①

施策の進捗に向けた今後の方向性

参加施設を増やすため、引き続き市内の生涯学習関連施設や企業等への積極的な働きかけや情報発信を行います。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

「さいたま市が「持続可能な都市」となっていくために実現を重視する目標」という問いに対し、「3 すべての
人に健康と福祉を」の43.7％と最も高いものの、「11 住み続けられるまちづくりを」が42.4%で2番目、「4 質
の高い教育をみんなに」が24.9％で4番目となっています（令和4年度さいたま市民意識調査より）

定性的
変化

文部科学省より、「第11期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理」を踏まえて生涯学習・社会教育が果たしうる役割
として、①ウェルビーイングの実現、②地域コミュニティの基盤としての役割、そして、③デジタル社会への対応を含む社会的包摂の
実現を図る役割、について示されています。（令和4年度 文部科学白書）

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容
③については、より広く周知できるよう、Twitterや他のSNSを活用する等の工夫をし、効果的な広報ツー
ルを活用を検討していきます。④については、SDGsについて理解が深まるような講座や展示の実施を目
指していきます。

取組状況
③については、市の公式Twitter、児童生徒タブレット等を活用して周知を行いました。④については、今
年度はＳＤＧｓをテーマとして、１７のゴールへの理解が深まる講座や展示の事業を実施しました。
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※ 「網掛け」の事業評価シートについては、「さいたま市総合振興計画基本計画の実施状況報告書」をご覧ください。 

 

 
 

 
 
 

 

○学校・家庭・地域・行政の連携・協働体制を構築し、

地域の教育力の向上を図るとともに、地域に信頼され

る学校づくりを推進する。 

○地域の多様な教育資源を活用し、地域コミュニティ

の活性化と、地域発展の担い手となる人材を育成す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

4-01 コミュニティ・スクールの推進 

4-02 スクールサポートネットワークの推進 

4-03 チャレンジスクールの充実 

4-04 学校安全ネットワークの推進 

4-05 「自分発見！」チャレンジ up さいたま推進事業 

基本的方向性４ 

スクール・コミュニティによる 

連携・協働の充実 

施策展開 
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

0.0%

財
源
内
訳

一般財源 398,000 100.0%

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

0.06

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債

②
体験活動・ボランティア活
動の催し数

目標 800件 1,000件 1,400件 1,450件 1,500件

実績
1,378件

（令和元年度）
643件 773件

改定情報

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①

「この１年間に、ボランティ
ア活動に参加したことがあ
りますか。」の質問に「参加
したことがある」と回答した
児童生徒（小４から中３）の
割合

目標 ―
前年度比

5ポイント増

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

前年度比
5ポイント増

前年度比
5ポイント増

前年度比
5ポイント増

実績 ― 23.62％ 26.81%

結果

令和３年度
の事業の達

成度

令和３年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
・体験活動やボランティア活動に関する情報を収集し、「さいたま市生涯学習情報システム」に掲載して児童生
徒等の参加促進に努めました。また、体験活動を行った児童生徒等に特典を提供しました。
【未実施・未達成の目標指標】
・新型コロナウイルス感染症に係るまん延防止等に向けた政府からの行動制限の要請等の影響を大きく受け、
目標指標としている「「この１年間に、ボランティア活動に参加したことがありますか。」の質問に「参加したことが
ある」と回答した児童生徒（小４から中３）の割合」、「体験活動・ボランティア活動の催し数」について、目標を達
成できませんでした。

538,740総コスト（円）<A+B>

504,060

C

34,680 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的 豊かな人間性を培い、社会性やコミュニケーション能力の向上を図ることにより、青少年の主体的な社会参画を促進します。

事業内容

児童生徒等へ「チャレンジupさいたまパスポート」及び「チャレンジupさいたま手帳」を発行し、体験活動・ボランティア活動への参
加を促します。
  市ＷＥＢサイトを活用し、体験活動・ボランティア活動に関する情報の提供を行います。
  一定数の体験活動を行った児童生徒等に対して、特典を付与します。
  一定時間ボランティア活動を行った児童生徒等に、「ボランティア活動賞」を授与します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

398,000 100% 34,680 100%

投入資源

0 0.0% 0

事業コード・事業名 4 05 「自分発見！」チャレンジupさいたま推進事業

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

生涯学習振興課 ― ― ―

4,8,11

C

C

改定情報
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　Ⓒheck（評価）

評価理由

①については、公民館、図書館、博物館、区役所等に「チャレンジupさいたま」に係る資料やパンフレット等を掲出するなど、本
事業の推進に向けた組織連携を図っています。
②については、「さいたま市生涯学習情報システム」に各機関、各団体の活動を掲載し、活動内容の検索性を高めています。ま
た、システムの登録が難しい機関や団体については登録を代行するなど、内容の充実にも努めています。
③については、DXの推進の視点も踏まえ、「さいたま市生涯学習情報システム」に各機関、各団体の活動を掲載し、児童生徒等
が取組や行事に参加しやすくなるよう努めているほか、市内の学校に通う小学校１年生、４年生、中学１年生に対し「チャレンジ
ｕｐさいたま」パスポートまたは手帳を配布し、事業の周知も行いました。
④については、活動に参加した児童生徒等が豊かな人間性を培い、社会性やコミュニケーション能力、ボランティア精神をはぐく
み、平等な能力強化の機会提供にもつながったことから、「10　人や国の不平等をなくそう」に貢献しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

・本事業の一環として、児童生徒等が各学校のチャレンジスクールでの体験活動にも
参加し、スクール・コミュニティによる連携・協働に向けて、人と人、人と地域の結び付
きを深めることができました。
・児童生徒等によるボランティア活動を通じて、「学びの輪」・「地域の輪づくり」が一層
進展し、地域が学校を育て、学校が地域を育てる、学校を核とした持続可能なスクー
ル・コミュニティの構築に貢献することができました。Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓐｃtion(改善）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

①現在の関係機関及び団体との連携を維持するとともに、特典内容や対象事業の拡
大について積極的に検討し、魅力ある事業となるよう努めていくことが必要です。
③児童生徒等の希望する活動に関する情報へのアクセスを高め、学校を核とした地
域づくりにも寄与することができるよう、ホームページ等による広報活動を推進すること
が必要です。

①③

施策の進捗に向けた今後の方向性

・関係機関や団体との信頼関係を維持するとともに、事業の内容充実のため、積極的な情報収集や広報活動を実施し
ていきます。
・ホームページや生涯学習情報システムにおいて事業に関する情報を提供するとともに、児童生徒への「チャレンジｕｐ
さいたま」パスポート及び手帳の配布を通じた啓発活動を継続していきます。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

国において次期教育振興基本計画に向けた議論が進捗しており、2040年以降の社会を見据え、社会的な課題の解
決に向けて生活基盤を確かなものとする上で「学校教育以外の学び」の重要性が再認識されています。

定性的
変化

Society5.0の到来、DXの進展など、変化を続ける社会においては、ボランティアや体験活動等も含めた生涯学習・社
会教育の役割も従来の枠にとどまらず、時代・社会の変化に見合ったものに変化していくことが求められています。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容

①関係機関や団体との連絡調整を密にし、ボランティア活動を把握し、児童生徒等に対して適時適切な情報提供を
することが必要です。
③児童生徒が、身近な地域におけるボランティア活動に参加することへの意欲を高め、学校を核とした地域づくりにも
寄与することができるよう、ホームページ等による広報活動を推進することが必要です。

取組状況

①関係機関及び団体に対し特典の提供内容や事業内容の周知等連絡調整を行いました。また、「生涯学習情報シス
テム」を活用し、児童生徒等に対して情報提供を行いました。
③児童生徒等の参加意欲を高めるため、さいたま市ホームページに、活動により受けられる特典やボランティア活動
賞の内容を掲載しＰＲを行いました。
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※ 「網掛け」の事業評価シートについては、「さいたま市総合振興計画基本計画の実施状況報告書」をご覧ください。 

 

 

 
 

 
 
 

〇新しい時代の教育に向けた学校の指導体制を構築す

る。 

○安全・安心で質の高い教育環境を整備するととも

に、学校安全体制を推進する。 

 

 

 

5-01 教員の資質能力の向上 

5-02 人づくり、人材確保改革の推進 

5-03 部活動指導員配置の推進 

5-04 学校における働き方改革の推進 

5-05 学校リフレッシュ計画及び学校トイレの洋式化等の推進 

5-06 防災教育や交通安全対策の推進 

5-07 教育環境整備の推進 

5-08 セーフコミュニティと連携した学校安全の推進 

5-09 学校用務業務等の委託化 

5-10 学校体育館への空調機設置の推進 

5-11 公民連携した奨学金制度の拡充 

5-12 小学校 35 人学級の実現 

 

基本的方向性５ 

「未来を拓くさいたま教育」 

推進のための基盤整備 

施策展開 
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

0.0%

財
源
内
訳

一般財源 13,197,000 100.0%

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

7.54

事業に関連する
民間資金

―

0 0.0% 0 0.0%

地方債

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①
市立学校教員採用選考試
験の倍率

目標 3.5倍 3.6倍

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

3.7倍 3.8倍 3.9倍

実績
3.4倍

（令和２年度）
3.1倍 3.0倍

結果

令和4年度の
事業の達成

度

令和4年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
特別選考の新設（外部試験特別、教師塾特別Ｂ）
【未実施・未達成の目標指標】
志願者数は昨年度より増加しましたが、同時に採用者数を増やしたため、目標指標である倍率の
増加には繋がりませんでした。

75,625,915総コスト（円）<A+B>

63,343,540

C

12,282,375 100.0%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
学校教育における指導の在り方の質的変化や生徒指導上の諸問題に適切に対応するため、幅広い教養と高い専門性を備え
た、人間性豊かな人材の確保を目指します。

事業内容

教員採用選考の実施方法を工夫・改善し、志願者数の増加を図り、幅広い教養と高い専門性を備えた、人間性豊かな人材の確
保を目指します。
  募集や内定の時期等、採用スケジュール全体の早期化に努めます。
  本市で教員になることのやりがいや魅力を、様々なツールを活用して発信します。
  資質能力や教育に対する情熱を見極める、新たな選考方法を実施します。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

13,197,000 100% 12,282,375 100%

投入資源

0 0.0% 0

事業コード・事業名 5 02 人づくり、人材確保改革の推進

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

教職員人事課 ― ― ―

4

改定情報

35



　Ⓒheck（評価）

評価理由

①については、大学生に向けた教員採用選考試験説明会を他課と協働しながら、さいたま市教育の魅力を伝えま
した。
②については、志願者確保のために遠方の大学にもオンライン説明会を設けて、効率的に取組を進めることができ
ました。
③については、説明会の回数を増やしたり、動画による教員募集をかけたりと広報活動を強化したことが志願者獲
得につながりました。
④については、性別等に関わらず公平・公正・厳正に先行し、「5　ジェンダー平等を実現しよう」に貢献しました。ま
た、選考に関わる書類の精選を行い、紙の削減をしたことで、「12　つくる責任　つかう責任」「13　気候変動に具体
的な対策を」に貢献しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

本事業により、幅広い教養と高い専門性を備えた人材の確保に繋がり、成果指標の
「地域の学校の『教育活動（学校の授業、学校行事、部活動など）に満足している』と
答えた市民の割合」に寄与するものであり、施策への貢献度は高いものであると考え
ています。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓐｃtion(改善）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

①については、大学や民間企業と連携し、新たな選考枠の拡大について検討していき
ます。
②については、遠方の志願者が参加できるように、オンライン説明会をさらに拡充して
いきます。
③については、市の公式ＨＰや公式ＳＮＳ等を活用したＰＲ活動を充実していきます。

①②③

施策の進捗に向けた今後の方向性

志願者数は増加傾向にありますが、教員不足に対応すべく採用者数も増やしていることにより、目標指標には達しま
せんでした。各観点で改善を行い、より多くの志願者を確保し、専門性と意欲の高い教員を採用してまいります。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

全国的に教員採用選考試験の受験者数が減少し続けている状況です。

定性的
変化

教員の業務について、多忙化がクローズアップされるようになり、社会的に教員離れの風潮が見られま
す。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容 オンライン説明会を実施しました。

取組状況
遠方であったり、説明会当日に都合がつかなかったりと、対面の説明会には足を運べない方が多数参加
しました。
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事業評価シート

－

※人工 （ 人 ） × 職員１人当たりの人件費

0.0%

財
源
内
訳

一般財源 3,502,000 71.4%

　事業基本情報

　Ⓟlan（計画）

　Ⓓo（結果）

概算人件費（円）<B>

令和４年度

事業費<A>

1.47

事業に関連する
民間資金

―

1,400,000 28.6% 1,399,000 30.5%

地方債

令和５年度 令和６年度 令和７年度

①

教員等の勤務に関する意
識調査において負担感・多
忙感を感じると回答した職
員の割合

目標 86.3% 84.3%

事業としての目標指標 達成度 分類 令和２年度(参考） 令和３年度 令和４年度（評価年度）

82.3% 80.3% 78.3%

実績
88.3%

（令和２年度）
88.4％ 88.10%

結果

令和４年度
の事業の達

成度

令和４年度の
取組実績

（未実施・未達成の目
標指標がある場合は

その要因分析）

【実績】
・校務におけるＩＣＴの活用についてエバンジェリストへ研修を実施し、ＩＣＴを活用した業務効率化を
推進しました。

16,930,214総コスト（円）<A+B>

12,349,470

B

3,181,744 69.5%

国・県支出金

その他特定財源 0 0.0% 0 0.0%

事業目的
全ての学校職員が健康でいきいきとやりがいを持ち、能力を最大限発揮して働くことができる持続可能な職場環境づくりを推進
します。

事業内容

「さいたま市立学校における働き方改革推進プラン」に基づく様々な施策を実施することで、教員が児童生徒への指導や教材研
究等に注力できる職場環境づくりを推進します。
  在校等時間の把握等、勤務時間・健康管理を意識した働き方を推進します。
  さいたま市GIGAスクール構想や小学校における教科担任制の推進等、学校及び教員が担う業務の適正化を図ります。
  少人数学級の推進等、教職員配置の充実を図ります。

当初予算額(円）【前年度繰越額を含む】 割合 実績額(円）【翌年度繰越額を除く】 割合

4,902,000 100% 4,580,744 100%

投入資源

0 0.0% 0

事業コード・事業名 5 04 学校における働き方改革の推進

― ― ― ―

関連するSDGs

事業課
（左上欄：とりまとめ

課）

教職員人事課 ― ― ―

4

B

改定情報
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　Ⓒheck（評価）

評価理由

①については、教育委員会内の様々な部署や学校の代表メンバーで構成される学校業務改善検討委員会を開催
し、連携して施策について検討を行いました。
②については、ＩＣＴの活用について管理職やエバンジェリストを対象に研修を行ったり、「ＩＣＴ虎の巻」を周知したり
することで、校務支援システムを用いた校務のデジタル化やペーパーレス化等、ＩＣＴを活用した業務効率化を推進
しました。
③については、ＩＣＴに関する業務改善として特に優れた取組を行った学校に対し、業務改善表彰を実施しました。
④については、ペーパーレス化の推進によりコピー用紙の使用枚数削減を図り、「13　気候変動に具体的な対策を」
に貢献しました。

施策に対する
事業の貢献度

事業の取組内容がど
のように施策（成果指
標）に寄与しているか

評価区分
評価理由

評価

Ⅰ　貢献している
Ⅱ　一定程度貢献している

本事業により、教員が教材研究や児童生徒と向き合う時間等に十分な時間を割くこと
ができるようになることで、成果指標の「地域の学校の『教育活動（学校の授業、学校
行事、部活動など）に満足している』と答えた市民の割合」に寄与するものであり、施策
への貢献度は高いものであると考えています。

Ⅰ

評価区分
Ⅰ　連携している
Ⅱ　連携が不足している

Ⅰ　工夫している
Ⅱ　工夫が不足している

Ⅰ　アプローチできている
Ⅱ　アプローチが不足して
いる

　Ⓐｃtion(改善）

改善内容と
事業の方向性

改善の観点 改善内容

①組織連携・PPP・協働
②効率性
③広報・周知活動等の結果
④SDGsへの貢献

②については、長期休業中の在宅勤務を試行実施し、移動に係る負担の軽減や教員
の柔軟な働き方の意識の醸成を図っていきます。また、教育委員会内の他部署とも連
携しながら負担感を軽減できるような施策の検討を行います。

②

施策の進捗に向けた今後の方向性

時間外在校等時間が減少している一方で、負担感・多忙感を感じる教員の割合が増加している現状を鑑みて、これま
で行ってきた業務量の削減だけでなく、負担感・多忙感を軽減するための施策についても検討していきます。

Ⅰ　貢献している
―　該当なし

評価 Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ

事業の項目別点検

点検項目
①組織連携・PPP・協働

（事業を進めるうえで、他課、他団
体、市民等と連携しているか）

②効率性
（事業の費用対効果を高めるため

の取組を行っているか）

③広報・周知活動等の結果
（事業を知ってもらうための広報、
営業活動等により対象者にアプ

ローチできているか）

④SDGsへの貢献
（全体最適の視点を持って事業を
推進し、SDGsへ貢献しているか）

事業を取り巻
く

外部要因
の変化

定量的
変化

教職員一人当たりの時間外在校等時間は、令和３年度には38時間24分だったものが、令和4年度には36
時間24分となり、改善傾向にあります。

定性的
変化

校務支援システムが導入され、児童生徒一人一台の端末と相まって、学校のデジタル化に向けた環境整
備が進みました。

前年度に計
画した
Ａｃｔｉｏｎ（改
善）に対する
取組結果

改善内容 学校現場の意見を聞く機会を設け、教育委員会内の他部署とも連携しながら施策の検討を行います。

取組状況
教職員への意識調査や学校業務改善検討委員会等で学校現場の意見を集め、負担を感じている校務に
対して負担感を軽減できるような施策（学校に発出する文書ルールの統一、よりよい保護者対応のための
資料作り）を実施しています。

38



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期さいたま市教育振興基本計画 

＜さいたま市教育アクションプラン＞ 

令和３年度～令和７年度 
 

実施状況報告書 
（令和４年度） 

令和６年３月 

編集・発行 さいたま市教育委員会 

 

〒330-9588 さいたま市浦和区常盤 6-4-4 

電話：048-829-1626  FAX：048-829-1989 

（管理部教育政策室 直通） 
 


